チャランケ通信　第130号　2016年3月14日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
「保育園に落ちた日本死ね!!!」問題への、気になるコメント
　最近、話題となっているのが表題にある保育園入所問題であり、衆議院での民主党山尾議員が国会で取り上げ、それに安倍総理や他の自民党議員などが反発したために、実際に保育園に子供が入れなかった女性たちが署名を集めるなど、政権を揺すぶりかねない大問題になってきた。

　この問題について、朝日新聞は3月10日朝刊の記事で、保育制度問題の抱える深刻な問題として、総合3面だけでなく生活面での特集「『保育園作れよ』実現するには」において、専門家のコメントを掲載している。この問題の拡がりから見て、時宜にかなった取り組みと言えよう。子供を産み育てながら働く若者たちにとって、現状は本当に深刻である。
　問題にしたいのは、専門家としてコメントをしている加藤久和明治大学教授の発言である。加藤氏は、待機児童が無くせないのは、政府がお金を十分にかけてこなかったから、であり、他の先進国に比べて「家族関係社会支出」がGDPの1,25%で、スウェーデン3,5%、フランス2,9%に比して圧倒的に少ない点を指摘されている。至極当然のことで、真っ当な指摘と言えよう。
財源不足の指摘は正しいのだが、どう高齢者の給付から回すのか
　問題は、その財源をどうしたらいいのか、と言う問いに対して次のように答えている点である。
　　「巨額の債務がある日本の財政状況では、国の支出はこれ以上増やせない。限られた税収の分配方法を変えるしかありません。他国と比べ、日本は高齢者への社会保障給付費が多い。生活にゆとりがある高齢者に、負担をしてもらう政策を進める必要があります。」
　本当に高齢者の社会保障給付費支出は多いのだろうか。ここで良く指摘されるのは、社会保障費に占める高齢者向け給付比の最新の比率(約50%)だけを見て、その比率が他の国に比べて突出して高いことをあげる人がいる。しかし、対GDP比で見た日本の高齢者の社会支出の比率は、他の国に比べて突出して高いとは言えない。特に世界一高くなっている高齢化比率との相関で見た高齢給付費を見れば、日本の高齢給付は逆に貧弱な水準でしかない。それでも、ゆとりのある高齢者から、どのように財源を少子化対策に回せるというのだろうか。
問題の根源は、日本の社会保障支出が少なすぎる点にあり
問題の根本は、やはり日本の社会保障費そのものが余りにも少なすぎることにあるのであり、比較的早くから保険制度による整備が進められてきた高齢者社会支出に比べて、子育てや若者への貧困対策などが遅れているに過ぎないのだ。求められているのは、高齢者の社会支出から子育てなど家族給付支出へと財源を回すことではなく、消費税の引き上げなどもっと社会保障財源を増やす必要があることなのだ。消費税の軽減税率に回す費用などがあれば、もっと子育てに回すべきことも指摘しておくべきではないか。
　そのことを指摘していない専門家とは、いったい何なのだろうか。この私的だけでは、世代間の不必要な対立を煽りかねない、トンデモないコメントと思えてならない。
　民主党政権、消費税の引き上げの背景に迫る(その2)-----「附則104条」の果たした歴史的意義
前号で指摘したように、民主党政権になって消費税の引き上げへと舵を切ったのは菅総理だったのだが、菅総理の決断の前に消費税引き上げに向けた自民党内の大きな政策転換の流れがあったことを見逃すことは出来ない。それは、やがて菅内閣の下で自民党を離党した与謝野馨氏が、社会保障・税一体改革担当大臣として任命されることに通ずるとともに、菅氏の後を継いだ野田総理の下で、平成23年度までに消費税の引き上げを義務付けられた「附則104条」問題にも結びついてくる問題なのだ。この問題について、今回は取り上げて行きたい
「附則104条」とは何か、自民党内の攻防と与謝野馨氏の執念
　先ず、「附則104条」問題とは何なのかを知るためには、その前にそれが法律に書き込まれる前史も見ておく必要がある。
自民党小泉政権から第一次安倍政権に至る流れの中で、リフレ派の経済政策の流れが強まり、社会保障予算への切り込みが進められ始めていた。小泉総理が退陣する直前の7月、小泉内閣最後の2006年の「骨太方針」が策定され、財政再建目標として2011年までにプライマリーバランスの赤字を解消するべく、社会保障予算について毎年国費ベースで2,200億円ずつ削減していく事が決定され、翌年の予算から実施され始めたのだ。
ところが、この社会保障の削減を契機に経済財政政策を巡って、自民党内における政策路線の違いが顕在化してくる。小泉の後を継承した第一次安倍政権の幹事長中川秀直氏を中心に、経済成長を高めることによって税収増を目指す「リフレ派」と呼ばれるグループと、与謝野・谷垣・柳沢氏らを中心にした消費税を増税して財政再建を進めて行くべきだ、とする「財政規律重視派」のぶつかり合いである。第一次安倍政権は、「消えた年金記録問題」を始めとする内閣の不祥事問題もあり、参議院選挙敗退と自身の健康問題により退陣し、総理が同じ派閥の福田康夫氏へと交代する。
自民党は消費税増税へ大きく政策転換。小泉路線の継承者は小沢民主党へ、未だにその混迷から抜け出せない民主党
そうしたなかで、政策調査会長には財政規律重視派の谷垣氏が就任し、政調会長代理には与謝野氏と仲の良い園田博之氏が就任し、「リフレ派」から「財政規律重視派」へと経済財政政策路線が転換することにより、与謝野氏らは消費税の引き上げを目指す負担増の方向へと舵を切り始める。この間、財政規律重視派とリフレ派との激しい内部論争が、自民党内の「財政改革研究会」を中心に繰り広げられ、財政規律派が勝利したようだ。(この財政改革研究会は2005年に与謝野会長、柳沢事務局長の下で報告書をまとめる。その中で、消費税のすべてを社会保障目的税にすることを明記。その後、リフレ派が研究会の実権を握るが、再び与謝野氏が会長に復帰する。与謝野氏らが取り組んだ背景には、2004年の年金改革法附則があったことも指摘しておくべきだろう。)
その後、小生が麻生内閣時代に「附則104条」について質問に立った際、財務・金融も兼務した与謝野大臣から「自民党は社会民主主義を体現した政党だった」と言う趣旨の答弁をされたことにやや衝撃を受けたことを強く記憶している。小泉路線から何だか変わりつつあるとは思いながらも、自民党内の路線論争についての十分な事情が掴めていなかったのだ。
まさにここで、小泉から続いていた消費税封印路線から、消費税の引き上げを含む負担増へと大きな路線転換が進んでいたことを見逃すことは出来ない。それは、小沢民主党が小泉路線を踏襲して消費税の引き上げを封印し、歳出を見直す方向へと進んだことを受けての大胆かつ見事な政治ポジションの転換だったのだ。だが、民主党内の多くのメンバーには、この転換は全く意識されていた形跡はない。何を隠そう小生も、この転換の意義を大分後から解かったことなのだ。この転換の持った意義は、民主党が政権を担った時に思い知らされることになる。
「社会保障国民会議」「中期プログラム」「税制改正法附則104条」の流れが民主党野田政権に継承され、三党合意で成立へ
安倍から福田へと政権が変わる中で、まず政府に設立されたのが「社会保障国民会議」であり、民主党との大連立が不調に終わる中で、2008年初からスタートを切る。この「社会保障国民会議」は2008年9月に総理が福田から麻生に変わったものの、精力的に作業を進め、2008年11月には答申を取りまとめ、それを受けて12月には、それまでの財政運営の大転換となる「中期プログラム」を閣議決定し、そこで「消費税を含む税制抜本改革を2011年度より実施できるよう、必要な法制上の措置をあらかじめ講じ、2010年代半ばまでに段階的に行って持続可能な財政構造を確立する」ことが打ち上げられた。
それを受けて、2009年度税制改正法案の附則104条にその内容が取り入れられ.るのだが、自民党内のリフレ派との攻防だけでなく与党である公明党の内諾を得るための協議が進められ、解散総選挙をまじかに控えていただけに増税への言及の時期など曖昧になった点もあるが、基本となる負担増への道は揺るぎなかった。注目すべきは、それまで年金・医療・介護の高齢者3経費から、子育ても含めた4経費が負担増の対象に組み込まれた事だろう。実に、1,57ショック以来20年を経過しての事であり、画期的なことであった。
取りまとめの実質的な責任者は与謝野馨氏であり、法案審議の際には財務大臣、金融担当大臣及び経済再生担当大臣の3つの経済閣僚を兼務していた。与謝野氏は、もし自民党政権が政権の座を失ったとしても、法案の中に消費税の引き上げを組み込んでおけば、法律改正しない限り目標となる消費税の引き上げを実施せざるをえないと考え、閣議決定だけでは不十分と考えての作戦だったようだ。このアイディアには、財務省主税局の若手官僚が関与していたとする証言もある。(清水真人『消費税』新潮社刊110ページ)
「附則104条」民主党政権も継承、藤井財務大臣は存続を黙認?
この作戦は、ものの見事に実現していく事になる。菅内閣からバトンタッチした野田内閣が、2011年度のぎりぎりとなる2012年3月までに法案を提起せざるを得ないと意識させられたのがこの「附則104条」だったことは、当時の政府関係者は記憶しているに違いない。とはいえ、当時を回顧した様々な記録を読んでも、この「附則104条」について触れているものはほとんど見当たらない。
じつは、財務副大臣時代に「附則104条」を廃止しなくても良いのかどうか、藤井財務大臣に公式の場ではなかったが問うたことがある。政権交代して鳩山内閣が発足した9月からそれほど経っていない10月だったと記憶している。場所は財務大臣執務室であり、小生と藤井大臣だけのやり取りだった。小生の方からは、
「藤井大臣、麻生内閣の下で今年3月に成立した税制改革法には附則104条
があり、平成23年度までに消費税の引き上げること等を約束していますが、これはどうしますか。このままでは法案に縛られることになりますよね。」
と問うたのに対して、藤井大臣からのお答えは記憶に残っていないし、もちろん記録も残っていないのだが、明確に廃案にしなければならないとは言明されなかったことは確かであった。
菅総理と与謝野馨氏を繋いだキーマンは誰か?
今振り返ってみる時、この時に「附則104条」を廃止しておけば、あるいは2011年度までにと言う期限を延長しておけば、後にこの条項に縛られずに済んだのではないだろうか。法律における「附則」の位置づけは、どの程度の拘束力を持つものかいろいろと解釈はあるようだが、法律を構成する重要な一部であることは間違いない。もし附則ではなく、単独の法案を提起していたなら、おそらく民主党など参議院の多数の力で成立は難しかったに違いない。附則と言う形で忍び込ませていたために、辛うじて成立させることができたのだと思われる。民主党は、「参議院議員峰崎直樹君による質問主意書」を提出してこの附則104条についての政府側の真意を確かめたのだが、まさかこの附則がわれわれ民主党政権側に押し寄せて来るとは、質問趣意書提出者も思いもよらなかった。
それにしても、この重要な点を鳩山政権時代に存続させていたことが、結果として菅内閣における与謝野社会保障・税一体改革担当大臣の就任へと繋がり、野田内閣の下での閣議決定と法案化、そして3党合意へとつながっていく事になったのだ。一体、誰がこのような流れになるべく仕組んだのか、とりわけ与謝野氏を菅内閣の担当大臣に引き抜いて行ったのは誰なのか、確かめてみる価値がありそうだ。菅総理は社民連から新党さきがけへと移っており、その時与謝野馨氏と共に自民党を離党したのが新党さきがけにいた園田博之氏であったわけで、園田氏がキーマンとして浮かんでくるのだが、どうだろうか。この点も是非とも確かめてみたい事ではある。
と同時に、「附則104条」を残してしまった藤井財務大臣率いるチーム藤井は、消費税引き上げの「陰の功労者」なのかもしれない。もちろん、小生は消費税の引き上げを目指すべきだ、と思い続けていたし、今でも赤字国債の発行に頼り続けていることは、未来の世代へのツケを残し続けているわけで、何としても早く解消していく必要があると痛感していた。この消費税の引き上げ問題は、いずれにせよ歴史に残る大きな出来事だったことは間違いない。
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